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ま え が き 

  

 2017 年 3 月に政府が公表した「働き方改革実行計画」においては、雇用型テレワーク、非

雇用型テレワーク（雇用契約によらない働き方）、兼業・副業を行う複数就業者といった、「柔

軟な働き方がしやすい環境整備」が一つの柱として掲げられている。そして、これらの働き

方に共通する検討課題として、労災補償保険制度による保護の在り方が挙げられるところ、

この問題について日本において政策的検討を進めるに当たっては、諸外国における労災補償

保険制度における上記の働き方の取り扱いについて、各国制度の全体構造の現状を踏まえた

うえで、把握しておくことが有用と考えられる。 

そこで、労働政策研究・研修機構（JILPT）においては、2019 年 4 月以降、厚生労働省労

働基準局労災管理課からの要請（「課題研究・諸外国の労働者災害補償保険制度」）を受け

て、欧米諸国（ドイツ・フランス・アメリカ・イギリス）における労災補償保険制度の現状

に関する調査研究を実施してきた。本報告書は、かかる研究によって得られた知見に、日本

との比較という視点を加え、最終的な成果として取りまとめたものである。 

本報告書が多くの人々に活用され、今後の労災補償保険制度に係る政策論議に役立てば幸

いである。なお最後に、本研究に参画いただいた外部委員の方々および海外調査にご協力い

ただいた関係各位には、この場を借りて、厚く御礼を申し上げる。 
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